
 

 

 

令和２事業年度財務諸表 

 

（承継債権管理回収勘定） 

 

 



（承継債権管理回収勘定） （単位：円）

資産の部
Ⅰ 流動資産

現金及び預金 28,556,986,555
有価証券 14,300,000,000
1年以内回収予定長期貸付金 33,803,310,976
未収収益 385,245,224
未収入金 65,836,438
その他 103,054,342
貸倒引当金 △ 569,703

流動資産合計 77,213,863,832
Ⅱ 固定資産 0

1 有形固定資産 0
建物 20,845,790

減価償却累計額 △ 15,942,713 4,903,077
車両運搬具 1,016,112

減価償却累計額 △ 1,016,110 2
工具器具備品 91,692,815

減価償却累計額 △ 18,035,506 73,657,309
有形固定資産合計 78,560,388

2 無形固定資産
ソフトウェア 11,533,324
無形固定資産合計 11,533,324

3 投資その他の資産 0
長期貸付金 262,509,193,185
破産債権、再生債権、更生債権その他これらに準ずる債権 7,147,163,838
貸倒引当金 △ 1,152,355,398
投資その他の資産合計 268,504,001,625

固定資産合計 268,594,095,337
資産合計 345,807,959,169

負債の部
Ⅰ 流動負債

未払金 67,420,619
未払費用 173,430,318
預り金 16,916,726
引当金 0

賞与引当金 19,717,169
その他 83,574,396

流動負債合計 361,059,228
Ⅱ 固定負債

資産見返負債（注）
資産見返運営費交付金 3,677,244

引当金 0
退職給付引当金 351,494,500
抵当権移転登記引当金 363,999,572 715,494,072

その他（長期リース債務） 55,530,906
固定負債合計 774,702,222 774,702,222

負債合計 1,135,761,450
純資産の部 0
Ⅰ 資本金 0

政府出資金 333,671,439,840
資本金合計 333,671,439,840

Ⅱ 利益剰余金
当期未処分利益 11,000,757,879

（うち当期総利益） (11,000,757,879)
利益剰余金合計 11,000,757,879

純資産合計 344,672,197,719
負債純資産合計 345,807,959,169

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目です。

金      額科      目

貸  借  対  照  表
（令和3年3月31日）



(承継債権管理回収勘定)
(単位：円)

Ⅰ

1,141,954,988

124,616,994

損益計算書上の費用合計 1,266,571,982

Ⅱ その他行政コスト 0

Ⅲ 1,266,571,982

行政コスト計算書
（令和2年4月1日～令和3年3月31日）

科 目 金 額

損益計算書上の費用

承継債権管理回収業務費

一般管理費

行政コスト



（承継債権管理回収勘定） （単位：円）
金　　額

経常費用
承継債権管理回収業務費

人件費 166,125,560
承継債権管理回収業務経費 933,542,757
減価償却費 16,012,480
賞与引当金繰入 13,246,954
貸倒損失 13,027,237 1,141,954,988

一般管理費
人件費 70,924,711
管理経費 39,541,393
減価償却費 5,152,405
賞与引当金繰入 6,470,215
退職給付引当金繰入 2,528,270 124,616,994

経常費用合計 1,266,571,982
経常収益

承継債権管理回収業務収入 12,115,174,067
資産見返運営費交付金戻入（注） 1,130,531
財務収益

受取利息（財務収益） 4,769,979
雑益 2,195,465
経常収益合計 12,123,270,042

経常利益 10,856,698,060
臨時利益

退職給付引当金戻入益 52,831,979
貸倒引当金戻入益 89,664,100
抵当権移転登記引当金戻入益 1,563,740 144,059,819

当期純利益 11,000,757,879
当期総利益 11,000,757,879

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目です。

損  益  計  算  書
（令和2年4月1日～令和3年3月31日）

科　　目



（承継債権管理回収勘定） （単位：円）

減資差益
減価償却相当
累計額（－）

除売却差額相
当累計額
（－）

うち当期総利
益（又は当期

総損失）

当期首残高 395,404,806,203 395,404,806,203 13,482,084,734 － 13,482,084,734 408,886,890,937

当期変動額

Ⅰ　資本金の当期変動額

不要財産に係る国庫納付等による減資 △ 61,733,366,363 △ 61,733,366,363 △ 61,733,366,363

Ⅱ　資本剰余金の当期変動額

減価償却

固定資産の減損

Ⅲ　利益剰余金（又は繰越欠損金）の当期変動額

（１）　利益の処分又は損失の処理

前中期目標期間からの繰越し

利益処分による積立 13,482,084,734 △ 13,482,084,734

利益処分（又は損失処理）による取り崩し

国庫納付金の納付 △ 13,482,084,734 △ 13,482,084,734 △ 13,482,084,734

（２）　その他

当期純利益（又は当期純損失） 11,000,757,879 11,000,757,879 11,000,757,879 11,000,757,879

前中期目標期間繰越積立金取崩額

Ⅳ　評価・換算差額等の当期変動額（純額）

当期変動額合計 △ 61,733,366,363 △ 61,733,366,363 0 △ 2,481,326,855 11,000,757,879 △ 2,481,326,855 △ 64,214,693,218

当期末残高 333,671,439,840 333,671,439,840 0 11,000,757,879 11,000,757,879 11,000,757,879 344,672,197,719

当期未処分利
益（又は当期
未処理損失）

利益剰余金
（又は繰越欠
損金）合計

政府
出資金

資本金合計 資本剰余金

その他行政コスト累計額

資本剰余金合
計

前中期目標期
間繰越積立金

純資産変動計算書
（令和2年4月1日～令和3年3月31日）

Ⅰ　資本金 Ⅱ　資本剰余金 Ⅲ　利益剰余金（又は繰越欠損金）

純資産合計

積立金



（承継債権管理回収勘定） （単位：円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

人件費支出 △ 285,231,144

その他の業務支出 △ 1,018,991,342

貸付金の回収による収入 57,219,893,109

貸付金利息収入 12,204,870,341

その他の業務収入 13,429,676

小   計 68,133,970,640

利息の受取額 5,862,555

国庫納付金の支払額 △ 75,215,451,097

業務活動によるキャッシュ・フロー △ 7,075,617,902

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △ 39,400,000,000

定期預金の払戻による収入 85,700,000,000

有形固定資産の取得による支出 △ 523,189

無形固定資産の取得による支出 △ 716,005

有価証券の取得による支出 △ 16,700,000,000

有価証券の償還による収入 5,500,000,000

投資活動によるキャッシュ・フロー 35,098,760,806

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の償還による支出 △ 13,462,170

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 13,462,170

Ⅳ 資金増加額 28,009,680,734

Ⅴ 資金期首残高 547,305,821

Ⅵ 資金期末残高 28,556,986,555

区 分 金 額

キャッシュ・フロー計算書
（令和2年4月1日～令和3年3月31日）



（承継債権管理回収勘定） （単位：円）

Ⅰ 当期未処分利益 11,000,757,879

当期総利益 11,000,757,879

Ⅱ 利益処分額 

11,000,757,879 11,000,757,879積立金

利益の処分に関する書類 
（令和3年8月25日）

科 目 金 額



注記 
 
１．重要な会計方針 

  独立行政法人会計基準及び独立行政法人会計基準注解（令和2年3月26日改訂）並びに独立行政法人会計

基準及び独立行政法人会計基準注解に関するＱ＆Ａ（令和2年6月改訂）（以下、「会計基準」という。）を

適用して、財務諸表等を作成しております。 

 （１）減価償却の会計処理方法 
  ① 有形固定資産 

        定額法を採用しております。なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりとなっております。 
          建物              15年 

          車両運搬具        6年 

          工具器具備品      3 ～ 10年 
    ② 無形固定資産 
      定額法を採用しております。なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利

用可能期間（5年）に基づいております。 

 （２）退職給付引当金の計上基準 
   当該事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。退職給

付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当該事業年度末までの期間に帰属させる方法については

期間定額基準を採用し、過去勤務債務及び数理計算上の差異は発生年度において一括費用処理して

おります。 

 （３）貸倒引当金の計上基準 

 貸付金債権の貸倒れによる損失に備えるため、次の方法により計上しております。 

 破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者に係る債権及びそれと同等にあ

る債務者の債権については、債権ごとに債権額から担保の処分見込額及び保証による回収見込額を

減算した残額を計上しております。また、現状、経営破綻の状況にはないが経営難の状態にあり、

今後、経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者の債権については、債権額から担保の処

分見込額及び保証による回収見込額を減額し、その残額に対し債務者の支払能力を総合的に勘案し

たうえ貸倒引当金を計上しております。 

 なお、上記以外の債権については、合理的な方法により算出した予想損失率等に基づく額を計上

しております。 

 （４）賞与引当金の計上基準 
 当該事業年度に負担すべき支給見込額を計上しております。 

 （５）抵当権移転登記引当金の計上基準 
 年金積立金管理運用独立行政法人法（平成16年法律第105号）附則第3条第1項の規定により年金

資金運用基金から承継した貸付金に係る抵当権の将来における当機構への移転登記に必要な費用

の支払に備えるため、将来の支払見込額を計上しております。 

 （６）有価証券の評価基準及び評価方法 
 満期保有目的の債券は、償却原価法（定額法）に基づき評価額を算出しております。 

 （７）リース取引の処理方法 

 リース料総額が3,000,000円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る

方法に準じた会計処理としております。 



 リース料総額が3,000,000円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理としております。 

 （８）消費税等の会計処理 
 消費税等の会計処理は、税込方式としております。 

 
２．重要な債務負担行為 

     該当事項はありません。 
 
３．重要な後発事象 

   該当事項はありません。 
 

４．行政コスト計算書関係 

 （１）独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 

    独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコストについては、次のとおりとなっ

ております。 

    行 政 コ ス ト     1,266,571,982円 

    自 己 収 入 等  △ 12,266,199,330円 

    法 人 税 等 及 び 国 庫 納 付 額           －円 

    機 会 費 用      438,004,636円 

独立行政法人の業務運営に関して 
 △ 10,561,622,712円 

国民の負担に帰せられるコスト 

 （２）機会費用の計算方法 

   ① 政府出資等の機会費用の計算に使用した利率 

     政府出資等の機会費用の計算には、10年利付国債の令和3年3月末利回り0.120％を用いておりま

す。 

   ② 国からの出向職員に生じる機会費用の計算方法 

     当該職員が国に復帰後退職する際の退職金のうち、独立行政法人での勤務期間に対応する額は、

給与規定等に基づき計算しております。 

 

５．キャッシュ・フロー計算書関係 

 資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

    現 金 及 び 預 金     28,556,986,555円 

    資金の期末残高    28,556,986,555円 

 
６．その他独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報 

 （１）独立行政法人改革等に関する基本的な方針について 

    独立行政法人改革等に関する基本的な方針（平成25年12月24日閣議決定）において、独立行政法

人制度を導入した本来の趣旨に則り、法人の政策実施機能の最大化と官の肥大化防止・スリム化の

両立を図ることを目的として、法人共通の制度、運用の見直しについて、講ずべき措置が取りまと

められたほか、当機構について講ずべき措置として次の内容が定められ、第186回及び第189回国会

にて法案が審議され成立しております。 

 



 【福祉医療機構】 

  ○ 中期目標管理型の法人とする。（第186回国会 閣第78号） 

  ○ 財務の健全性及び適正な業務運営の確保のため、金融業務に係る内部ガバナンスの高度化を図る

とともに、福祉貸付事業及び医療貸付事業については、金融庁検査を導入する。（第189回国会 閣第

23号） 

  ○ 承継年金住宅融資等債権管理回収業務について、資金の効率的運用の観点から、現在年１回とさ

れている回収金の国庫納付を定期的に行えるよう所要の措置を講じる。（第189回国会 閣第23号） 

 （２）金融商品の時価関係 
  ① 金融商品の状況に関する事項 

   ア 金融商品に対する取組方針 

  当該勘定は、独立行政法人福祉医療機構法（平成14年法律第166号。以下、「機構法」という。）

附則第5条の2に基づき、貸付金の管理及び回収業務を実施しております。なお、当該貸付金は、

政府出資金となっております。 
   イ 金融商品の内容及びそのリスク 

  当該勘定が保有する金融資産は、主として国内の法人ないし個人に対する貸付金であり、貸

付先の財務状況の悪化等に伴う貸付債権の価値の減少又は消失によってもたらされる信用リス

クにさらされております。 

   ウ 金融商品に係るリスク管理体制 

      受託金融機関等との連携を密にして回収を行っております。 

      また、貸付債権 の9割超が受託金融機関等による保証付の債権（転貸法人への貸付及び個人

向けの住宅金融支援機構との併せ貸し等）であり、機関保証のない債権についても、連帯保証

人の付保や不動産担保を徴求する等の債権保全を図っております。 

   ② 金融商品の時価等に関する事項 

    期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりとなってお

ります。 

（単位：百万円） 

科 目 貸借対照表計上額 時 価 差 額 

(1) 現金及び預金 
(2) 有価証券 

(3) 長期貸付金 

  貸倒引当金 

 

(4) 破産債権、再生債権、

更生債権その他これら

に準ずる債権 

  貸倒引当金 

 

(5) 預り金 

28,556 

14,300 

296,312 

△ 30 

296,281 

 

 

7,147 

△ 1,121 

6,025 

(16) 

28,556 

14,300 

 

 

305,859 

 

 

 

 

6,025 

(16) 

－ 

－ 

 

 

9,578 

 

 

 

 

－ 

(－) 

    注1 負債に計上されているものは、（ ）で示しております。 

    注2 長期貸付金は1年以内回収予定長期貸付金を含んでおります。 

    注3 長期貸付金及び破産債権、再生債権、更生債権その他これらに準ずる債権は、対応する貸倒

引当金を控除しております。 



    ○ 金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項 

  （ⅰ）現金及び預金 

       これらは短期間で決済しており、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額を

時価としております。 

     （ⅱ）有価証券 

        譲渡性預金は短期間で決済しており、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価

額を時価としております。 

  （ⅲ）長期貸付金      

       長期貸付金の時価は、貸付金の種類ごとに元利金の合計額を同様の新規貸付を行った場

合に想定される利率で割り引いて算定しております。なお、貸倒懸念債権等については担

保の処分見込額及び保証による回収見込額に基づいて貸倒引当金を算定しており、時価は

決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒引当金を控除した金額に近似しているこ

とから当該価額を時価としております。 

  （ⅳ）破産債権、再生債権、更生債権その他これらに準ずる債権 

        担保の処分見込額及び保証による回収見込額に基づいて貸倒引当金を算定しており、時

価は決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒引当金を控除した金額に近似してい

ることから当該価額を時価としております。 

     （ⅴ）預り金 

        預り金は短期間で決済しており、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額を

時価としております。 

 （３）退職給付引当金関係 
   退職給付引当金に関する事項は、次のとおりとなっております。 

   ① 採用している退職給付制度の概要 
       当機構は、確定給付型の制度として企業年金基金制度及び退職一時金制度を設けており、確定

拠出型の制度として確定拠出年金制度を設けております。当機構の企業年金基金制度は複数事業

主制度となっておりますが、年金資産の額を退職給付債務の比率に応じて合理的に算定できるた

め、関連する注記は以下の確定給付制度の注記に含めて記載しております。企業年金基金制度（積

立型制度となっております。）では、給与と勤務期間に基づいた年金を支給しております。退職一

時金制度（非積立型制度となっております。）では、退職給付として給与と勤務期間に基づいた一

時金を支給しております。 

     なお、当機構が加入する公庫厚生年金基金においては、平成25年4月1日付けで厚生労働大臣か

ら厚生年金の将来期間の代行部分に係る支給義務の免除の認可を、また、平成26年10月1日付けで

過去分返上の認可を受け、平成29年9月22日付けで国に返還額（最低責任準備金）の納付を完了し

ております。 

  



   ② 確定給付制度 
   ア  退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表（ウに掲げられたものを除く。） 

     （単位：円） 

区             分 金  額 

期首における退職給付債務 

勤務費用 
利息費用 
従業員からの拠出額 
数理計算上の差異の発生額 
退職給付の支払額 
過去勤務費用の発生額 
その他 

期末における退職給付債務 

          250,700,565 

            5,466,589 

              741,331 

          － 

      △    3,590,339 

   △   10,580,366 

           － 

          － 

          242,737,780 

 

    イ  年金資産の期首残高と期末残高の調整表 
     （単位：円） 

区             分 金  額 

年金資産の期首残高 

期待運用収益 
数理計算上の差異の発生額 
事業主からの拠出額 
従業員からの拠出額 
退職給付の支払額 
その他 
年金資産の期末残高 

          184,572,155 

           3,691,443 

            5,270,901 

            9,316,913 

          － 

      △   10,580,366 

          － 

          192,271,046 

 
    ウ  簡便法を適用した制度の退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 
                                          （単位：円） 

区             分 金  額 

期首における退職給付引当金 

退職給付費用 
退職給付の支払額 
期末における退職給付引当金 

          361,373,374 

      △   43,958,946 

      △   16,386,662 

          301,027,766 

 
  



    エ  退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年

金費用の調整表 
                                                                               （単位：円） 

区             分 金  額 

積立型制度の退職給付債務 

年金資産 
積立型制度の未積立退職給付債務 
非積立型制度の退職給付債務 
未積立退職給付債務 
未認識数理計算上の差異 
未認識過去勤務費用 
貸借対照表に計上された負債と資産の純額 
退職給付引当金 
前払年金費用 
貸借対照表に計上された負債と資産の純額 

          242,737,780 

      △  192,271,046 

           50,466,734 

          301,027,766 

          351,494,500 

          － 

          － 

          351,494,500 

          351,494,500 

          － 

          351,494,500 

 
    オ  退職給付に関する損益 
                                                                               （単位：円） 

区             分 金  額 

勤務費用 

利息費用 
期待運用収益 
数理計算上の差異の費用処理額 
過去勤務費用の費用処理額 
簡便法で計算した退職給付費用 
確定給付制度に係る退職給付費用 

            5,466,589 

              741,331 

      △    3,691,443 

      △    8,861,240 

          － 

   △   43,958,946 

      △   50,303,709 

 
    カ  年金資産合計の主な内訳 

        年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりとなっております。 

         株 式  23％ 
        債 券  65％ 
     そ の 他  1％ 
        一 般 勘 定  11％ 
        現 金 及 び 預 金   0％ 
          合 計 100％ 

 
    キ  長期期待運用収益率の設定方法に関する記載 
        年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と年金

資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。 

 



    ク  数理計算上の計算基礎に関する事項 
       当該事業年度末における主要な数理計算上の計算基礎については、次のとおりとなっており

ます。 

区             分 令和3年3月31日現在 

割引率 0.3％ 

長期期待運用収益率 2.0％ 

   ③ 確定拠出制度 
        当機構の確定拠出制度への要拠出額は1,184,900円となっております。 

 （４）国庫納付及び資本金の減少について 
   承継債権管理回収勘定は、機構法附則第5条の2第6項から第8項並びに同法施行令附則第5条の2第2

項から第6項の規定に基づき、回収元本及び積立金について定められる期日までに国庫納付を行い、

資本金及び利益剰余金を減少させることが定められております。 

   なお、令和2年度においては、75,215,451,097円の国庫納付にあわせて、資本金を61,733,366,363

円、利益剰余金を13,482,084,734円減少させております。 



 
 
 
 
 
 

附    属    明    細    書 
 
 
 
 
 

 



１　固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（｢第８７ 特定の資産に係る費用相当額の会計処理｣による減価償却相当額も含む｡）の明細
（単位：円）

２　有価証券の明細

流動資産として計上された有価証券
（単位：円）

３　長期貸付金の明細
（単位：円）

(注)1　1年以内回収予定長期貸付金及び破産債権、再生債権、更生債権その他これらに準ずる債権を含んでいます。
 　 2　当期減少額「その他」には、貸付金と相殺表示した仮受金の増減額を計上しています。

４　引当金の明細
（単位：円）

(注)　当期減少額「その他」は、目的使用後の引当金残高と期末に積算した引当金との差額を計上しています。

５　貸付金等に対する貸倒引当金の明細
（単位：円）

 未収収益 （注）

 未収入金

 １年以内回収予定
 長期貸付金

 長期貸付金

(注)　貸倒引当金の計上基準については、重要な会計方針（３）を参照してください。

６　退職給付引当金の明細
（単位：円）

未認識過去勤務費用及び未認識
数理計算上の差異
年金資産
退職給付引当金

区　分

184,572,155 18,279,257 10,580,366 192,271,046
427,501,784 △ 59,620,622 16,386,662 351,494,500

250,700,565 2,617,581 10,580,366 242,737,780

－ － － －

退 職 給 付 債 務 合 計 額 612,073,939 △ 41,341,365 26,967,028 543,765,546
退職一時金に係る債務 361,373,374 △ 43,958,946 16,386,662 301,027,766

区　　　　分 期 首 残 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 期 末 残 高 摘 要

1,152,355,398
計 361,332,340,581 △ 57,421,590,920 303,910,749,661 1,305,484,406 △ 152,559,305 1,152,925,101

固定　計 321,849,810,304 △ 52,193,453,281 269,656,357,023 1,304,857,391 △ 152,501,993

24,959,619

7,794,982,349 △ 647,818,511 7,147,163,838 1,226,514,556 △ 104,579,854 1,121,934,702

破綻懸念先債権 4,680,463,041 △ 40,871,388 4,639,591,653 73,145,931 △ 48,186,312

881,539

要注意先債権 129,495,428,822 73,266,063,162 202,761,491,984 2,139,203 2,440,335 4,579,538
正 常 先 債 権 179,878,936,092 △ 124,770,826,544 55,108,109,548 3,057,701 △ 2,176,162

569,703
314,054,827,955 △ 51,545,634,770 262,509,193,185 78,342,835 △ 47,922,139 30,420,696

流動　計 39,482,530,277 △ 5,228,137,639 34,254,392,638 627,015 △ 57,312

117,487

要注意先債権 16,825,087,454 9,633,672,430 26,458,759,884 240,386 199,751 440,137
正 常 先 債 権 22,109,149,201 △ 14,764,598,109 7,344,551,092 375,826 △ 258,339

12,079

38,934,236,655 △ 5,130,925,679 33,803,310,976 616,212 △ 58,588 557,624

未収　計 548,293,622 △ 97,211,960 451,081,662 10,803 1,276

125

要注意先債権 71,626,874 △ 13,699,490 57,927,384 2,433 1,261 3,694
正 常 先 債 権 10,878,415 △ 2,969,361 7,909,054 184 △ 59

2,617 1,202

期首残高 当期増減額

3,819

2,014

要注意先債権 175,536,471 82,624,870 258,161,341 3,295 2,951 6,246
正 常 先 債 権 290,251,862 △ 163,167,979 127,083,883 4,891 △ 2,877

65,836,43882,505,289 △ 16,668,851

期首残高

計

465,788,333 △ 80,543,109 385,245,224 8,186 74 8,260

19,717,169

区　　分
貸付金等の残高 貸倒引当金の残高

383,716,741

19,717,169
－

19,717,169

賞 与 引 当 金
抵当権移転登記引当金 387,296,154 21,732,842 1,563,740

当期増減額

409,506,761

期末残高

種 類 及 び 銘 柄 取 得 価 額 券 面 総 額
貸 借 対 照 表
計 上 額

当期費用に含ま
れた評価差額

摘　要

譲 渡 性 預 金 14,300,000,000      14,300,000,000     14,300,000,000       －

57,236,374,432 75,922,442

確定給付企業年金等に係る債務

区 分 期 首 残 高
当 期 減 少 額

摘 要

43,943,449

摘　要

期末残高

1,563,740

22,210,607 22,210,607 －

摘　要
回　収　額 償　却　額 そ　の　他

(うち長期貸付金額)
期　 首 　残 　高

当 期 増 加 額
当　期　減　少　額 (うち長期貸付金額)

期 　末 　残 　高

期 末 残 高
目 的 使 用

当 期 増 加 額
そ の 他

 （注）
(314,054,827,955)

－

 （注）363,999,572

12,082,086
303,459,667,999

満期保有
目的債券

破 産 債 権 、 再 生 債

権、更生債権その他

これらに準ずる債権

年金住宅資金等貸付金
(262,509,193,185)

360,784,046,959

当 期 償 却 額

建 物 20,845,790 － － 20,845,790 15,942,713 1,252,099 4,903,077

資 産 の 種 類
期　首
残　高

当　期
増加額

当　期
減少額

期　末
残　高

減 価 償 却 累 計 額 差引当期末
残　　　高

車 両 運 搬 具 1,016,112 － － 1,016,112 1,016,110 2 2

工 具 器 具 備 品 42,730,496 77,234,569 28,272,250 91,692,815 18,035,506 14,123,057 73,657,309

計 64,592,398 77,234,569 28,272,250 113,554,717 34,994,329 15,375,158 78,560,388

250,533,768 239,000,444249,817,763

262,509,193,185 －51,545,634,770 －

ソ フ ト ウ ェ ア 716,005 －

262,509,193,185

－

摘要

有 形 固 定 資 産
( 減 価 償 却 費 )

5,789,727 11,533,324
無 形 固 定 資 産
( 減 価 償 却 費 )

投資その他の資産

長 期 貸 付 金
破産債権、再生債
権、更生債権その他
これらに準ずる債権

計

314,054,827,955 －

7,794,982,349 20,512,498
321,849,810,304 20,512,498

－ 7,147,163,838
269,656,357,023

668,331,009 7,147,163,838
52,213,965,779 269,656,357,023 － －



７　役員及び職員の給与の明細
（単位：千円、千円未満切捨て、人）

　(注)1　役員に対する給与等の支給基準の概要
　　　　 役員の給与及び退職手当については、独立行政法人福祉医療機構役員給与規程等に基づき、適正額を支給しております。
　　  2　職員に対する給与等の支給基準の概要
　　　　 職員の給与及び退職手当については、独立行政法人福祉医療機構職員給与規程等に基づき、各職員の職能に応じて適正額を支給しております。
　　  3　職員等の給与の｢支給人員｣数は、年間平均支給人員数を記載しております。
　　  4　()は非常勤の役員及び職員に対するもので外数です。

合 計
(25,882) (7.60)
223,047 27.01 16,935 0.93

職 員
(25,419) (7.50)
214,860 26.49 16,935 0.93

区 分
退 職 手 当

支給人員 支 給 額 支給人員
報 酬 又 は 給 与
支 給 額

役 員
(462) (0.10)
8,187 0.52 － －


